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１．現状認識

２．日本が直面する課題

３．今後の課題と方向性
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廃棄物対策・リサイクル制度の全体像

 廃棄後の処理が問題化している個別物品については、個別リサイクル法を整備。基本的枠組みとしての循環型
社会形成推進基本法や、３Ｒ全般の取組を促進する資源有効利用促進法も整備。

 ３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）の推進によって、大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済社会から、
環境と経済を統合した「循環型社会」の構築を目指す。
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資源有効利用促進法（H13 全面改正施行） パソコンを含む
10業種69製品を指定

製造業者による自主回収・リサイクルシステムの構築等を規定

３Ｒ全般に
わたる計画的
取組の促進

循環型社会形成推進基本法（Ｈ13 施行 Ｈ24 改正）

循環型社会形成推進基本計画
（H30.6 改定）

基本的
枠組み法 ①発生抑制（リデュース）

②再使用（リユース）
③再生利用（リサイクル）
④熱回収（サーマルリカバリ）
⑤適正処分

廃棄物の
適正処理 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（S46 施行 H29 改正）

家庭ごみに関する市町村の処理責任、廃棄物処理業者に対する業の許可、廃棄物処理基準の設定 等

容器包装
リサイクル法

（H12 施行
H18 改正）

家電
リサイクル法
（H13 施行）

自動車
リサイクル法
（H17 施行）

食品
リサイクル法

（H13 施行
H19 改正）

建設資材
リサイクル法
（H14 施行）

ビン、ペットボトル、
紙製・プラスチック製

容器包装等

冷蔵庫・冷凍庫、
エアコン、テレビ、
洗濯機・乾燥機

食品残さ自動車
木材、コンクリート、

アスファルト

製造・流通事業者
の費用負担

排出者（消費者）
の費用負担

排出者（事業者）
の費用負担

問題化している
個別物品に

対する法制度

家庭ゴミの６割を
占める容器包装対策

大型廃棄物・ゴミ対策 その他大型・大量廃棄物対策

認定事業者に
対する廃掃法の

特例措置

小型家電に含まれる
有用金属の有効利用

小型家電

小型家電
リサイクル法
（H25 施行）

基本原則

※赤字が当省が主
として所管してい
る法制度
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（出典） 各種資料をもとにMURC作成 3

法律名 法律の目的

清掃法（1954年）  汚物を衛生的に処理し、生活環境を清潔にすることにより、公衆衛生の向上を図ることを目的とする。

廃棄物処理法（1971年）
※右は1991年改正後の目的

 廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、処分等の処理をし、並びに生活環境を清潔にすることにより、生

活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。※改正前は再生という文言がない。

容器包装リサイクル法（1995年）

 容器包装廃棄物の排出の抑制並びにその分別収集及びこれにより得られた分別基準適合物の再商品化を促進するための措置を講ずること

等により、一般廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用等を通じて、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り、もって生活

環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

家電リサイクル法（1998年）

 特定家庭用機器の小売業者及び製造業者等による特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等に関し、これを適正かつ円滑に

実施するための措置を講ずることにより、廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用等を通じて、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用

の確保を図り、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

循環型社会形成推進基本法（2001年）

 環境基本法（平成五年法律第九十一号）の基本理念にのっとり、循環型社会の形成について、基本原則を定め、並びに国、地方公共団体、事

業者及び国民の責務を明らかにするとともに、循環型社会形成推進基本計画の策定その他循環型社会の形成に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、循環型社会の形成に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確

保に寄与することを目的とする。

資源有効利用促進法（2001年）

 主要な資源の大部分を輸入に依存している我が国において、近年の国民経済の発展に伴い、資源が大量に使用されていることにより、使用済

物品等及び副産物が大量に発生し、その相当部分が廃棄されており、かつ、再生資源及び再生部品の相当部分が利用されずに廃棄されてい

る状況にかんがみ、資源の有効な利用の確保を図るとともに、廃棄物の発生の抑制及び環境の保全に資するため、使用済物品等及び副産物

の発生の抑制並びに再生資源及び再生部品の利用の促進に関する所要の措置を講ずることとし、もって国民経済の健全な発展に寄与するこ

とを目的とする。

自動車リサイクル法（2002年）

 自動車製造業者等及び関連事業者による使用済自動車の引取り及び引渡し並びに再資源化等を適正かつ円滑に実施するための措置を講ず

ることにより、使用済自動車に係る廃棄物の減量並びに再生資源及び再生部品の十分な利用等を通じて、使用済自動車に係る廃棄物の適正

な処理及び資源の有効な利用の確保等を図り、もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

小型家電リサイクル法（2013年）

 使用済小型電子機器等に利用されている金属その他の有用なものの相当部分が回収されずに廃棄されている状況に鑑み、使用済小型電子

機器等の再資源化を促進するための措置を講ずることにより、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り、もって生活環境の保

全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

 最終処分場逼迫、適正処理の問題等へと対応するための法律整備が行われた（資源有効利用促進法などはリサイクルに重点）。

廃棄物対策・リサイクル制度の全体像



背景となる社会情勢

 一般廃棄物、産業廃棄物ともに排出量が増加したのち、最終処分場逼迫の問題が顕
在化。不法投棄件数も増加。

（出典） 環境省「環境統計」 4

最終処分場の残余量と残余年数（産業廃棄物）
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現行の廃棄物・リサイクル制度の成果

（出典） 環境省「環境統計」などをもとにMURC作成

 廃棄物・リサイクルに係る各種法制度の整備により、最終処分量は減少、再生利用率
や循環利用率は増加している。
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清掃法（1954）

生活環境施設整備緊
急措置法（1963）
※焼却施設導入促進

廃棄物処理法（1970）

家電リサイクル
法（1998）

自動車リサイク
ル法（2002）

資源有効利用
促進法（2001）
循環型社会形
成推進基本法
（2001）

小型家電リサイ
クル法（2013）

容器包装リサイ
クル法（1995）

廃棄物処理法改
正（1991）

※マニフェスト導入、
罰則強化等

我が国の最終処分量、循環利用率、再資源化率の推移
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修正箇所：グラフを差し替え



現行の廃棄物・リサイクル制度の成果

 循環利用率は廃棄物・リサイクル関連制度により一定程度向上したものの、直近
は頭打ちとなっている。

（出所）環境省「環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」をもとにMURC作成

国際的には日本の資
源生産性は高い

循環基本計画の三つの指標の推移 各国の資源生産性（2015年）

（出所）UNEP-IRP Material flows database のデータをもとにMURC作成
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 世界的に資源採掘量は伸びており、今後も伸びていくことが予想される。資源効率性を
高める対応の必要に迫られている。

世界経済の成長に伴う資源投入量の増大

世界のDomestic Extractionの推移
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各国のDomestic Material Consumptionの推移
（1970年を基準１とした）
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（出所）UNEP-IRP 「 UN Environment International Resource Panel Global Material Flows Database 」のデータをもとにMURC作成



製品の段階での繰り返しの使用（ビジネスモデル、市場構造と顧客行動の変化）

 AI・IoT・ロボット技術等の進展により、モノ売り切りが中心だった市場構造は、コト提供
のビジネスが台頭する構造に変化している。

（資料）各種資料をもとにMURC作成

新たなビジネスモデルの登場
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株式会社メルカリ（mercari）
2013～

株式会社スペースマーケット（スペースマーケット）
2014～

マツダレンタカー
カーシェア24

2005～

Anyca

※個人間カーシェリング
2015～

トヨタ
（予定）2019～

タイムズ24株式会社
カーシェリング事業開始
2010～

オリックス自動車株式会社
シーイーブイシェアリング
2002～

オリックス自動車株式会社
オリックスカーシェア
2010～

Uber

2009～（米国）
UberEATS

2016～
Uber Japan

2014～

Panasonic、NTTコミュニケーションズ
（PaN ）※カメラシェアリング 2016～

株式会社ドコモ・バイクシェア
2015～

2000 2005 2010 2015 2016 2017 20182011 2012 2013 2014… ～

日本初の
カーシェアリング会社

…

カーシェアリング・ジャパン株式会社
カレコ・カーシェアリングクラブ（三井物産株式会社100%出資）
2009～

三井不動産リアルティ株式会社

カーシェアリング・ジャパン株式会
社合併（2017）

※月額制自動車貸し出しサービス

シェアリング

モノのシェア▶

空間のシェア▶

カメラのシェア▶

自転車のシェア▶

株式会社小松製作所
スマートコンストラクション 2015～

株式会社クボタ
スマートアグリシステム 2014～

Royal Philips

Lighting as a Service 2014～

GE（General Electric ）
Predix事業 2015～

MICHELIN

Tire-as-a-Service 2013～

PaaS等

（注）2018年2月28日時点のシェアリングエコノミー協会のシェア会員
90社について、シェアリングサービス開始時期とシェアの対象を整理。シェア
の対象やサービス開始時期が不明なサービスや、シェアリング事業者を対
象にしたサービスは除いている。
（出所）総務省「ICTによるイノベーションと新たなエコノミー形成に関する
調査研究」（平成30年）をもとにMURC作成

サービスを開始したシェアリングサービ
スの数の推移
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（注）「どちらともいえない」、「わからない」回答を除く
（出所）内閣府「平成30年度国民生活に関する世論調査」をもとにMURC作成

 顧客の行動も変化しており、直近では「心の豊かさ」を挙げる者が、「物の豊かさ」を挙げ
る者よりも多数にのぼっている。また、特に若年の世代では、リユース品（中古品）の使
用に対する抵抗感が少なく、新品の所有に拘らない者が80%超にのぼる。

出所） 消費者庁「消費者意識基本調査（平成29年度実施）」
（ http://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/res

earch_report/survey_002/ ）

我が国国民の今後の生活における力点 リユース品（中古品）の使用意向
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製品の段階での繰り返しの使用（ビジネスモデル、市場構造と顧客行動の変化）



（出典）循環経済ビジョン研究会（第４回） パナソニックＥＴソリューションズ（株）企画・法務部総括部長 田島章男氏 発表資料を元に作成

潜在需要の掘り起こしと資源効率性の向上を両立するビジネスモデルの例

 今後は機能提供を重視したPaaS、シェアリング、リユース等のビジネスモデルに対応した
製品設計を慫慂することが考えられる。
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製品の段階での繰り返しの使用（ビジネスモデル、市場構造と顧客行動の変化）



 また、欧州Circular Economy Packageでは、耐久性、再利用性、修理可能性、リ
サイクル可能性等に係る水平基準を策定することとしており、域内で個別にCircular 
Economy に係る政策パッケージを打ち出す動きもある。

11

製品の段階での繰り返しの使用（ビジネスモデル、市場構造と顧客行動の変化）

（出典）廃棄物・リサイクル小委員会（第33回）資料



 ISOでも関連する議論が行われている他、Circular Economy に特化した議論を行う
TC323が設置された。これらの動向を注視しつつ日本からも独自の取組を発信していく
必要がある。

12

製品の段階での繰り返しの使用（ビジネスモデル、市場構造と顧客行動の変化）

（出典）廃棄物・リサイクル小委員会（第33回）資料
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使用後の製品からの確実な資源回収（リサイクル）

 生産工程で発生する工程端材についても、系列内外での高度利用を進めるための体
制整備が必要である。

高度化への取り組み

（出典） 循環経済ビジョン研究会（第３回）ハリタ金属（株）代表取締役 張田 真氏 発表資料を元に作成
（パナソニック株式会社 サスティナビリティ データブック2018を引用）



 中国等の廃棄物輸入規制による国際的なマテリアルフローが変化。

14

各国から中国への廃プラスチック・銅スクラップ輸入量（2017年）

米国：

廃プラスチック
576,024トン
銅スクラップ
538,422トン

日本：

廃プラスチック
817,555トン
銅スクラップ
232,112トン

欧州（英・仏・独）：

廃プラスチック
504,746トン
銅スクラップ
363,587トン

（注）廃プラスチックはHSコード3915、銅スクラップはHSコード7404を使用
（出典） UN comtradeのデータをもとにMURC作成

使用後の製品からの確実な資源回収（リサイクル）
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 欧州の中でも各リサイクル手法は国の状況により様々であり、北欧ノルウェーや英国では、過
去20年弱で焼却処理の割合が大きく増加している。

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Landfill ％ Incineration with energy recovery ％ Incineration without energy recovery ％ Composting ％ Recycl ing ％

OECD加盟主要国における一般廃棄物の処理方法比率（1998年、2015年）

（注）米国のみ2014年データ。欧米は、municipal wasteの数値を使用しており、環境省が公表する「日本の廃棄物処理」における「ごみ」に相当する（事業系一般廃棄物含む）とされる。値
が欠落している箇所等については補正をしている。

（出所）OECD statisticsよりMURC作成

焼却処理の増加 焼却処理の増加

使用後の製品からの確実な資源回収（リサイクル）
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 サーマルリサイクルの高度化を含めた３Rの高度化に並行して取組む必要がある。

（注）マテリアルリサイクル量：再生利用量、ケミカルリサイクル量：高炉・コークス炉原料、
ガス化、油化利用量、サーマルリサイクル量：固形燃料／セメント原・燃料、発電焼却、熱
利用焼却利用量

我が国における廃プラスチックの処理状況の推移 我が国における一般廃棄物焼却施設
の発電状況の推移

（出所）一般社団法人プラスチック循環利用協会「プラスチック製品の生産・廃棄・再資源
化・処理処分の状況」よりMURC作成

（出所）環境省「日本の廃棄物処理」よりMURC作成
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TSC  Environment &Chemistry

 石油化学分野では新たなマテリアルリサイクルのあり方が模索されている。

！ 新しく構築されるべきケミストリー

自動車
材料

電子
材料

医用
材料

インフラ
材料

石油留分の活用

焼却・
埋立等

バイオ
リファイナリー

CO2

化

学

品

ポ
リ
マ
ー

原料

我々の生活を豊かにする
多種多様な化学製品

我々を豊かにしてくれているケミストリーを尊重しつつ、
課題のあるペトロケミストリーの代替を目指す取り組み

オイル
リファイナリー

バイオ
リファイナリー

原油

これまでのペトロケミストリー
尊重されるべきケミストリー

（エチレンケミストリー）

有限な資源。ＣＯ２も排出。

ご
み

天然物活用のみでは不十分。
（セルロース、ウッド等）

品位の高いリサイク
ルは一部に留まって
いる状況

化学組成/骨格的に作れるものが限定的 エチレン等

（出典） 積水化学工業（株）作成

＜参考＞ケミカルリサイクルの高度化
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新興国の成長に伴う廃棄物問題の顕在化

 世界的な人口増加・新興国の成長と、廃棄物処理インフラが整わない中での資源の
オーバーユースが課題となっている。

陸上から海洋に流出したプラスチック
ごみ発生量（2010年推計）

（出所） 190215廃棄物・リサイクル小委員会（第33回）資料４
「資源循環政策を巡る最近の動きについて」

<BAUシナリオにおけるプラスチック量の拡大、石油消費量>

出所）ELLENMACARTHUR FOUNDATION. “THE NEW 
PLASTICS ECONOMY RETHINKING THE FUTURE OF 
PLASTICS”

2050年には
 海洋中のプラスチック

量が魚の量以上に増
加

 石油消費量において
プラスチックが占める割
合が20％に上昇

 炭素収支においてプラ
スチックが占める割合
が15％に上昇
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 動脈産業も含めた業種連携（製品メーカー、プラントメーカー、設備メーカー、リサイクラー）によ
る資源循環ビジネスのアジア地域への展開をキャパビルと併せて実施することにより、アジア地
域の課題をビジネスで解決することが重要である。

日本のごみ排出量の推移 世界の廃棄物量の推移
（将来）

アジアにおける廃家電排出量予測
（ASEAN６か国）
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中古品として海外から流入する量（４品目の純輸入）

テレビ

洗濯機

冷蔵庫

エアコン

廃棄物置場に座る子供

（出典）環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成27年度）について（平成29年3月28
日）」、環境省「平成26年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」、環境省「平成24年版 環
境・循環型社会・生物多様性白書」、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング「平成26年度3R分野の
技術戦略に関する検討成果報告書」
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新興国の成長に伴う廃棄物問題の顕在化



TSC  Environment &Chemistry

 タイ工業省との政策対話の実施により、解体ライセンス制度を導入し、適正処理業者
に使用済自動車を集積させることで、日本企業が参入しやすい環境構築を目指す。併
せて、日本の事業者が有する自動車の適正処理技術を導入することによる資源循環シ
ステム構築に向けた実証事業を行う。

 スケジュール：2019年度設備導入、2020年度末まで実証期間、その後事業化予定。

20

豊田通商

事業者名 役割

豊田通商 全体設計

A社
制度実証への助言・サ
ポート

国内製錬事業者
現地子会社との調整・助
言

現地廃棄物輸出事
業者

ELV由来廃電子基板の日
本への輸出

TDEM／TMT
MOI,IEAT,DIWと
制度導入に向けた協議

Green Metals,
Thailand

技術実証

タイ 日本

委託費

A社

国内製錬事業者

協力
協力

ID
TDEM／TMT

トヨタ自動車の
アジア総括会社

トヨタ自動車の
タイ子会社

Green Metals, 
Thailand

豊田通商現地リサイクル関連会社

購入費

協力・支援

NEDOMOI/IEAT MOU

ID

現地廃棄物輸
出事業者

バーゼル許
可

購入費

ELV
廃電子基板

鉄・アルミ・プラ

廃電子基板廃電子基板

＜参考＞NEDO実証事業：タイにおける自動車リサイクル



 自動車の電動化の進展に伴い需要が増大する資源（車載バッテリーに用いられるCo, 
Ni等CRMｓ、車体軽量化に資する素材（アルミ合金））の調達手段多角化としての
リサイクルの重要性が増大している。
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200
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（出典）IEA  「ETP(Energy Technology Perspectives) 2017」に基づきMETI作成

燃料電池自動車(FCV)

電気自動車 (EV)

プラグインハイブリッド
自動車 (PHV)

ハイブリッド自動車(HV)

クリーンディーゼル
自動車(D)

ガソリン自動車(G)

天然ガス自動車
（CNG/LPG）

2.0

1.5

1.0

0.5

自動車の将来の普及予測（世界）日本の次世代自動車の普及目標と現状

＜参考＞2017年新車乗用車販売台数：438.6万台

出所：未来投資戦略2018「2018年６月未来投資会議」
※次世代自動車戦略2010「2010年4月次世代自動車研究会」における
普及目標

乗
用
車
販
売
台
数

億
台
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気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大

注：50%の確率で世界の平均気温上昇を2℃におさえられるシナリオ（2DS）に基づいたパワー
トレイン別の普及見通し



 自動車の電動化の進展に伴い需要が増大する資源（車載バッテリーに用いられるCo, 
Ni等CRMｓ、車体軽量化に資する素材（アルミ合金））の調達手段多角化としての
リサイクルの重要性が増大している。

自動車の電動化に伴い必要となる鉱物資源

（出典）
http://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/co
balt.html

（資料）立命館大学 山末英嗣准教授

次世代自動車の関与物質総量（ＴＭＲ※）

※ＴＭＲ（Total Materials Requirement； 関与物質総量）：
採鉱時の土砂等の隠れたフローと呼ばれる経済外の
フローを含めた、天然資源のフロー量

22

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大



 車載用リチウムバッテリーの再生利用に当たっては、リユース市場を創出する必要。バッテ
リーの残存性能の評価法の確立は、協調領域として重要。

（出典）循環経済ビジョン研究会（第３回）本田技研工業（株）資源循環推進部 阿部知和氏 発表資料を元に作成 23

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大



（出典） 循環経済ビジョン研究会（第３回）ハリタ金属（株）代表取締役 張田 真氏 発表資料を元に作成

 アルミニウム合金は車体の軽量化に向け需要の増加が期待される。次世代自動車の普及等によりエ
ンジン向け需要（ダイカスト）縮小が想定される再生アルミニウム合金については、高度選別技術に
より展伸材としての利用に光。再生材利用事業者（自動車メーカー）とも連携し、再生アルミ合金
に係る規格の策定を検討中。

24

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大



 車体の軽量化に伴い今後需要の更なる増大が見込まれる炭素繊維強化プラスチック
（CFRP）は、現状埋め立て処理が基本。再生利用の円滑化が大きな課題。

炭素繊維の用途と需要の推移

（出典）循環経済ビジョン研究会（第３回）東レ株式会社 産業材料事業部 奥村勇吾氏 発表資料を元に作成 25

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大



（出典）循環経済ビジョン研究会（第３回）東レ株式会社 産業材料事業部 奥村勇吾氏 発表資料を元に作成

 バージンCFRPの価格が高いことからも、炭素繊維リサイクルの意義は大きい。

26

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大



 また、再生エネルギーへのシフトにより発生する処理困難物の適正処理（PV、CFRP）
も大きな課題である。

（出典）資源エネルギー庁 「資源エネルギー白書2018」

【第221-3-1】一次エネルギー国内供給の推移

27

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大
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（出典）IEA「World Energy Outlook」2016～2018年度版より
資源エネルギー庁作成

世界全体の発電設備容量（ストック）
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 世界では、再生可能エネルギーの導入が大きく進展。

 世界全体における再生可能エネルギーの発電設備容量（ストック）、年間導入量（フ
ロー）ともに、着実に増加している。

 国内でも、固定価格買取制度の開始により、急速に設備導入量が増加している。

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大

（出典）再生可能エネルギー固定価格買取制度ガイドブック

国内の再生可能エネルギー（大規模水力除く）
の設備容量の推移
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 資源エネルギー庁の委員会の中間整理では、リユース・リサイクル・処分の実態把握を
行うため、基礎的・包括的な実態調査を実施することがアクションプランとして掲げられて
いる。

 当該調査の１つとして、将来の想定パネル排出量のモデルについて、より現実に即した仮
定の下で、推計の精緻化を図った。

 本推計によると、太陽光パネルの年間排出量のピークは、2035～2037年頃であり、
年間約17～28万トン程度、産業廃棄物の最終処分量の1.7～2.7％に相当する量
となる。

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大

将来の想定パネル排出量 推計（精緻化）
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 リチウムバッテリーは、PCやスマートフォンといった情報通信機器から、電子たばこや玩具
等の幅広い製品に使用されているところ、製品からの取り外しが困難であり、一般ごみに
混入した場合にリサイクルプロセスで火災の原因になる等の問題が生じており、回収の徹
底と適正処理が必要である。

30

図 モバイルバッテリーに起因する火災の件数（過去5年）

平成28年12月末現在（出典）東京消防庁ＨＰ

写真2 出火したモバイルバッテリーに
内蔵された充電式のリチウムイオン電池

写真1 出火したごみ清掃車

（出典）東京消防庁ＨＰ （出典）東京消防庁ＨＰ

金属スクラップ
火災が頻発

貝塚市提供写真 海上保安庁提供写真

港湾・船舶で66

件、ヤード等陸
上で27件（平成
19年～27年、寺
園淳氏推計）

（出典）経済産業省作成資料より引用

気候変動対策に伴う資源・製品リサイクルの重要性増大



１．現状認識

２．日本が直面する課題

３．今後の課題と方向性
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素材ごとの横串での対応の重要性

 ベースメタル（鉄、銅、アルミ）や紙といった素材については高いリサイクル率を達成。

（資料）一般社団法人産業環境管理協会 資源・リサイクル促進センター「リサイクルデータブック2018」

日本の鉄鋼循環図（2015年度）

＊：今まで日本国内で使用され、現在、橋、ビル、機械、自動車など何らかの形で日本国内に残っている鉄鋼の総量。

注1）鉄鋼蓄積量は2016年3月末時点
注2）鋼材輸出入、鉄鋼輸出入データは、財務省「貿易統計」、およびクォータリーてつげんVol.71「2015年度末の鉄鋼蓄積量（推計）」図表4
注3）部門別老廃スクラップ回収量は、鉄源年報第27号（2016）第V-3
注4）銑鉄需給・鉄スクラップ需給は、鉄源年報第27号（2016）第Ⅱ-1-②表
注5）鉄鉱石及び原料炭、2004年1月の統計調査廃止により空欄

（出典：一般社団法人日本鉄源協会「鉄源年報 第28号（2017）」に加筆）
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 ベースメタル（鉄、銅、アルミ）や紙といった素材については高いリサイクル率を達成。

（資料）一般社団法人産業環境管理協会 資源・リサイクル促進センター「リサイクルデータブック2018」

アルミニウムのマテリアルフロー（2016年）

＊純分換算率：鉱石30％、水酸化アルミニウム35％、アルミナ53％、人造コランダム53％、新地金100％、二次地金・二次合金地金100％、くず100％、ベースメタル90％、ドロス30％
（出典：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「鉱物資源マテリアルフロー2017」）

【解説】
（1）素材の状況
日本における地金の供給は、海外からの輸入（約66％）と国

内でスクラップから生産された二次地金（約34％）からなり、鉱石
からの地金生産はありません（2014年3月をもって中止）

（2）リサイクルの状況 （単位：純分千t）

【注釈】
上表で定義したリサイクル率は、国内の地金の見掛消費量に対

する再生地金（二次地金、二次合成地金）生産量の比率であ
ることに留意が必要。
なお、資源循環の観点からは、くず（スクラップ）の輸出について

も注意が必要。

出典：経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計」、日本アルミニウム協会、財務省貿易統計
（出典：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「鉱物資源マテリアルフロー2017」）
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 ベースメタル（鉄、銅、アルミ）や紙といった素材については高いリサイクル率を達成。

（資料）一般社団法人産業環境管理協会 資源・リサイクル促進センター「リサイクルデータブック2018」

銅のマテリアルフロー（2016年度）

出典：1）経済産業省「非鉄金属海外鉱等受入調査」
2）World Bureau of Metal Statistics
3）経済産業省「鉄鋼・非金属・金属製品統計」
4）日本電線工業会「出荷実績」、日本伸銅協会「伸銅品出荷推移」
5）日本電線工業会の用途分類で、「機械」は「電子機械・電気電子」に含まれる。

＊純分換算率：粗銅99％、マット78％、電気銅100％、銅くず100％、銅合金くず70％
（出典：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「鉱物資源マテリアルフロー2017」）

（2）リサイクルの状況 （単位：純分千t）

出典：経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計」、財務省貿易統計
（出典：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「鉱物資源マテリアルフロー2017」）

【解説】
（1）素材の状況
日本で消費された地金（電気銅）のほとんどは、輸入鉱石を使

用して国内で生産されたものです。また、国内で生産された地金の
40％相当が輸出されています。

【注釈】
上表で定義したリサイクル率は、国内の電気銅の見掛消費量に

対するスクラップ等（鉱石以外）由来の電気銅の比率であること
に留意が必要。
なお、資源循環の観点からは、スクラップ（くず）の輸出、伸銅等

で消費されるスクラップ等についても注意が必要。
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 ベースメタル（鉄、銅、アルミ）や紙といった素材については高いリサイクル率を達成。

（資料）一般社団法人産業環境管理協会 資源・リサイクル促進センター「リサイクルデータブック2018」

紙・板紙の生産と古紙の回収率・利用率の推移

＊：木材から生産されたパルプ（古紙および古紙パルプを含まず）
（出典：公益財団法人古紙再生促進センター「2016年古紙需給統計」より作成）

（資料：紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計年報、経済産業省生産動態統計年報、財務省貿易統計）

【注釈】

◇古紙利用率＝
古紙消費量＋古紙パルプ消費量

繊維原料合計消費量（パルプ＋古紙＋古紙パルプ＋その他）
×100

◇古紙回収率＝
国内古紙回収量（メーカー入荷∗+輸出ー輸入）
紙・板紙国内消費量 メーカー払出ー輸出+輸入

×100

cf.古紙利用率の目標値*
2010年度 62％
2015年度 64％
2020年度 65％

＊：資源有効利用率促進法の規定
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樹脂生産量
１，１０２万t

国内樹脂製品
消費量

１，０１２万t

樹脂、プラ製品の輸
出・輸入等

生産・加工ロス等

使用
（排出モデルから排出量を算出）

廃プラ総排出量
９０３万t

マテリアルリサイクル
２１１万t

23%

ケミカルリサイクル※１

４０万ｔ
4%

エネルギー回収※２

５２４万t
５８%

単純焼却
７６万t
８%

有効利用廃プラ
７７５万t

8６%

※1 ケミカルリサイクル：高炉・コークス炉原料、ガス化等
※2 エネルギー回収：固形燃料、セメント原燃料、発電焼却、熱利用焼却

＜出典：プラスチック循環利用協会データより経済産業省にて編集＞

埋立
５２万t
６%

製造・加工段階 排出段階 処理処分段階

 個別リサイクル法毎に高度な最適化が進展した一方で素材に着目した横断的な仕組みが
構築されておらず、一部の素材（プラスチック、レアメタル・レアアース）で課題が残る。ま
た、中国の廃棄物輸入規制強化の影響は更なる分析が必要。

素材ごとの横串での対応の重要性
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廃棄物処理法の仕組み

・基本方針の策定

・処理基準の設定

・施設基準の設定

・委託基準の設定

等

国

助言

・廃棄物処理計画
策定

・廃棄物処理施設
の設置許可（市
町村設置施設
については届出
受理）

・産業廃棄物処理
業許可

等

都道府県
（政令市） ・一般廃棄物処理計

画の策定
・一般廃棄物の処理
等

市町村
(一般廃棄物処理責任)助言

処理施設整備に要する費用等の補助

直営

委託業者
（許可不要）

許可業者

排出者
(住民・事業者)

家庭ごみ

事業系
一般廃棄物

委託

（随契）

許可

処理

処理

処理

産廃業者

・マニフェスト交付
・委託基準に沿っ
た委託
等

排出事業者
産業廃棄物処理責任

処理委託

指導・監督・措置命令

許可・指導・監督

（一般廃棄物）

（産業廃棄物）
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プレイヤーの生産性向上



 リサイクル産業の生産性を向上しつつ世界的に増大する鉱物資源需要に対応するため
に、 AI・ロボット技術を活用した地上資源の着実な回収が重要。

（出典）産業技術総合研究所 SUREコンソーシアム事務局 38

プレイヤーの生産性向上



（出典）循環経済ビジョン研究会（第３回） （株）タイボー代表取締役 平野二十四氏 発表資料を元に作成

 （例）プラスチック
「廃棄物をいかに処理するか」ではなく、市場ニーズを基点として考える・創る、モノづくり視点の
リサイクルが重要。サプライチェーンの各プレーヤーが連携し、潜在市場の活性化・リサイクルの
イメージアップが必要。
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二次原材料の用途拡大



労働力不足への対応

 国内では少子高齢化により労働力不足に。
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各国の労働年齢人口の割合の推移

大幅に減少傾向

（注）労働年齢人口は、15歳から64歳に含まれる人口
（出所）OECD statisticsをもとにMURC作成



労働力不足への対応

 とりわけ静脈産業は厳しい状況。AIやロボットを活用した中間処理の自動化、IoTを用
いた静脈物流の効率化等、労働力不足を打破する方策が必要。

我が国の有効求人倍率（パートタイム含む常用）

（注）清掃の職業は、建物・道路・公園などの清掃、廃棄物の収集、し尿の汲み取りなどの作業
であり、ごみ収集作業員、産業廃棄物収集作業員などを含む
（注）自動車運転の職業は、バス・乗用自動車・貨物自動車などの各種の自動車を運転する
仕事であり、ごみ収集車を運転してごみ（家庭の廃棄物および事業所の一般廃棄物）を処理上
に運搬する仕事、産業廃棄物運搬車運転手などを含む
（注）その他の技術者は、廃棄物処理施設技術管理者等を含む。
（注）金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断の職業は、自動車解体工、電気機械分解
工、特定家庭用機器分解工、廃家電分解工、リサイクル家電分解工を含む。
（出所）厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」をもとにMURC作成
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＆コンサルティング作成
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（出典）循環経済ビジョン研究会（第２回）一般社団法人資源循環ネットワーク代表理事林孝昌氏発表資料

労働力不足への対応

 AIやロボットを活用した中間処理の自動化、IoTを用いた静脈物流の効率化等、労働力
不足を打破する方策が必要である。
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モニタリングの仕組みの構築

 資源生産性（＝GDP／天然資源等投入量）について、経済の成熟度の違いが数値
に大きく影響するため、適切かどうかとの論点もある。

（出所）UN Environment International Resource Panel Global Material Flows DatabaseよりMURC作成
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